













































































































世帯人数　　　　　　Pearsonの相関係数 1，000 ．405 。264
有意確率（両側） ．000 ．000
N 997 870 845
1ヶ月の公共料金　　Pearsonの相関係数 ．405 1，000 β70
電気料金　　　　　　有意確率（両側〉 ．000 ．000
N 870 876 843
1ヶ月の公共料金　　Pearsonの相関係数 ．264 ．370 1，000
ガス料金　　　　　　有意確率（両側） ．000 ．000













世帯　　1人 24 23 47
人数　　2人 25 43 68 65 201
3人 41 65 40 52 198
4人 28 63 56 52 23 222
5人 29 34 24 12 3 102
6人 20 12 12 5 49
7人 5 4 2 3 14
8人 3 1 4
































の の　　。　’ ロー’ ﾌ P
因子 合計　分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
2．91　　41．58 41．58 2．54 36．35 3635 139 1979 1979




0．94　　13．36 71．27 0．42 594 5127 078 1116 5030































クラスター 1．00 0．08 0．02
エネルギー消費 o．｛鴻 1．00 0．12









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合計　　　　　　　　　度数 224 248 303 185 960
・無関心層は，物価の下落，雇用の安定を重視する一方，社会保障の充実は重視しない。
・自己利益型は，所得の増加，支出の減少を重視する一方，雇用の安定や社会保障の充実は重
視しない。
・高要求水準型は社会保障の充実をやや重視するほかは明確な重視傾向は見られない。一方，
雇用の安定や自由時間の確保などを重視していない。
・公益配慮型は，社会保障の充実，雇用の安定を重視する一方，所得の増加，物価の下落，社
会資本の充実などは重視していない。
（4）考察
　以上の結果を総じて捉えれば，各々のクラスターは以下のように特徴付けられるのではない
だろうか。
・無関心層は，環境，エネルギーに関する質問で，ほとんどの場合「どちらともいえない」，あ
るいはそれに近い回答を行う傾向がある。そこから判断すれば，環境，エネルギー関連の問題
に関しては興味がない，あるいは明確な主張や意見がない，ということが言える。
・自己利益追求型は，エネルギー・環境といった問題に関し，関心が余りないとの回答をする
場合が多い。一方で原発には賛成，環境税や環境配慮型商品への支出には否定的である。そこ
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環境とエネルギーに関する意識調査による生活者分類（豊田）
から判断すれば，エネルギー・環境といった公的な問題に対しては余り関心がなく，現状追認
型。一方，環境税や環境配慮による価格上昇など，自分の利害を脅かす事項に関しては否定的
な態度を持っていると考えられる。所得の増加を求める一方，社会保障の充実は期待しておら
ず，基本的に自助努力型と考えることができるのではないか。
・高要求水準型は様々なテーマに一応の関心は示すが，主張は強くなく，テーマによっては賛
否両論が分かれることもある。様々な層が混在し，性格付けが難しい「大衆」に近い存在なの
ではないかと推測される。
・公益配慮型は，エネルギー，環境問題に対する関心が高く，公共性にコミットする態度も他
のクラスターとはかなり異なり積極的である。経済成長も重視せず，原発反対環境税賛成と自
らの犠牲もいとわない。かなり意識が高いか，非常に建前ベースの回答を行うクラスターであ
ると考えることができよう。
弁別性の確認
　以上のようにクラスターが性格付けされたとしても，ある個人がどのクラスターに所属する
かといった弁別性が確保されるかどうかはまた別の問題である。そこでエネルギー・ニーズに
基づくクラスターを非説明変数に，フェイス・シートにある社会動態的特性データを説明変数
として，カテゴリカル回帰分析を行ってみた。しかしながら望ましい結果を得ることができな
かった。あえて言えば，年齢が高くなるほど公共性意識が高くなるという傾向が見られた程度
である。むしろ「エネルギーについての小冊子を電気やガスの検針のときに配布されたら読ん
でみたい」，原子力発電に対する賛否，環境配慮型商品に対するコミットの意向などのほうが，
社会動態的特性データよりも，若干ではあるものの説明力があった。エネルギー・ニーズのク
ラスターを弁別する場合には，従来型の社会動態的特性データに頼るよりも，情報の提供など
のアクションに対する反応などで判断していくことの方が確実性を高められるのではないだろ
うか。
4．おわりに一要点整理と新たな問題意識一
　以上，アンケートのデータをもとに考察を行った。ポイントは以下のように要約することが
できる。
・回答者の分類において，従来型の人口動態的特性によって，環境やエネルギー問題に関する
意識の違いを分類することには無理がある。
・これからのエネルギー・サービスに対するニーズをもとに因子分析を行い，それを基準とし
て4つのクラスターに分類を行った結果，ある程度異なる特性が抽出できた。
・それによれば，約二割が公共性意識の高い層，約三割が様々なことに関心はあるが，強い主
張を持たない一般（大衆）層，三割弱が保守的で公共性意識の薄い自己利益重視層，二割強が
無関心層に分類された。
　以上の結果はあくまで得られたデータの統計的有意性をもとに判断したもので，より詳細な
検証が必要であることは言うまでもない。しかしながら，仮に上でまとめたような事実があっ
た場合，以下のような新たな問題意識が抽出されよう。
　環境やエネルギー問題解決を目指す主体（政府，自治体，企業，NPOなど）にとっては，生
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活者がある程度分類できるとすると，そのコミュニケーションの方法にも戦略性が求められる
のではないか。例えば，より公共性意識の高い層に集中的にコミットを行う，明確な意識付け
がなされていない一般層にアピールする広報戦略を構築するなどである。ただ，そのためには
ターゲットを絞るための弁別性が求められる。前節の考察では従来の人口動態的特性データで
の弁別には無理があるとの結果となった。それが正しければ，別の方法を考える必要があろう。
例えば，エネルギー情報のニーズに有意な差異があったことから，自治体や企業がコストを抑
えたエネルギー情報のフリー一・メールを発行し，それに対する問い合わせや申し込みなどをも
とに弁別を行うといった可能性があるのではないだろうか。実際，冒頭で紹介している政府公
報ではホームページを閲覧者にエコジャパンプランの提案を求めている。しかし、そこからど
のようにコミュニケーションが発展するのかは明示されておらず，訴求力は高いとは言えない。
様々な試行錯誤が今後，必要である。
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